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１．平成１６年度業務実績について 

（１）評価の視点 

独立行政法人雇用・能力開発機構は、特殊法人雇用・能力開発機構が平

成１６年３月に新たに独立行政法人として発足したものである。 

今年度の当機構の業務実績の評価は、平成１６年３月に厚生労働大臣が

定めた中期目標（平成１６年３月～２０年３月）の２年度目の達成度につ

いての評価である。 

   当委員会では、「厚生労働省所管独立行政法人の業務実績に関する評価の

基準」等に基づき、平成１５年度の実績の評価の過程で生じた評価作業等

に係る今後の課題等を踏まえて評価を実施した。 

 

 

（２）平成１６年度業務実績全般の評価 

   平成１６年度は、当機構が実質的に業務を開始した初年度として中期目

標及び中期計画の達成に向け、業務を効率的・効果的に実施し、併せて利

用者のサービスの向上を一層進めていくことが求められたところである。 

   業務の中心である職業能力開発業務については、就職率について中期目

標に掲げた数値をすでに上回っており、個別項目に関する評価に関する評

価結果にも見られるように全般としてほぼ適切に行われている。 

   これらを踏まえると、平成１６年度の業務実績については、全体として

は当機構の目的である「良好な雇用の機会の創出その他の雇用開発、職業

能力の開発及び向上並びに勤労者の生活の安定」に資するものであり、適

正に業務を実施したと評価できるが、以下の点に留意する必要がある。 

  ① 経費削減の計画が順調に進んでおり、業務運営の効率化が図られてい

るが、費用対効果の把握について、費目別の経年的な改善度合の妥当性、

単年度の費目別比率の妥当性等、費用構造の把握に向けての努力が必要

である。 

② 平成２０年３月の中期目標及び計画のほとんどを平成１６年度に達成

したことについて、高く評価するとともに、平成１７年度以降について

も、引き続きより一層の業務の効率的な推進に期待する。 

 また、当機構と類似の業務を実施する企業、ＮＰＯ、官民を問わない

国内外の各種機関等との比較検討の中から改善点を見出して頂きたい。 

③ サービスの質の向上の指標としてアンケート調査の満足度を掲げてい

るが、中期目標に掲げた数値の達成率とは別にそれによる効果の程度が

わかる指標も掲げ、なぜその業務が満足いくものとなったかを把握でき

るようにすべきである。 
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 なお、中期目標に沿った具体的な評価結果の概要については、２のとお

りである。個別項目に関する評価資料については、別紙として添付した。 

 

 

２．具体的な評価内容 

（１）業務運営の効率化について 

   組織体制に関しては、業務を効率的・効果的に行う観点から機構本部に

委員会を設置し、見直しの検討が進められた結果、平成１７年度より２７

道府県で職業能力開発促進センターと都道府県センターの事務・業務を一

人の統括所長の下で一元処理を行うこととし、効率的な組織とすることと

したことは評価できる。 

   また、経費削減については、平成１６年度予算計画に則り一般管理費及

び業務経費を平成１４年度比９９億円削減するとともに、さらに、情報シ

ステムの見直し等により一般管理費を２０億円、施設の借地面積の縮減等

により、業務経費を６７億円削減し、中期目標に掲げる数値を前倒して上

回ったことは評価できる。一方で、急激な経費削減は法人の円滑な業務運

営に影響を及ぼすことも考えられることから、平成１６年度に引き続き、

計画的な経費削減とサービスの質の向上の両立を図ることを期待する。 

   助成金等の支給に係る処理期間の短縮については、職員研修の実施によ

る審査能力の向上等により、１件当たりの平均処理期間を平成１４年度の

２８日の７．１％に当たる２日短縮し、加えて特に平均処理期間が長かっ

た助成金について一件当たりの平均処理期間を１０日短縮したことは、評

価できる。今後、手続きの簡素化について、さらなる工夫を図る必要があ

る。 

   各個別事業の効率的実施については、民間教育訓練機関との役割分担を

行い、関係団体からのヒアリング等により把握した人材ニーズを踏まえた

訓練コースの見直しを行ったこと、離職者訓練受講者に占める民間委託の

割合を６７．１％に引き上げたこと、民間外部講師の活用割合を１６．７％

に引き上げたこと等の努力はなされている。しかしながら、各施設の費用

対効果を把握するとともに、民間外部講師の活用によるコスト削減効果の

実績を把握するなど具体的なコスト削減効果を把握すべきである。 

 

（２）国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上について 

  ① 業績評価の実施及び業務内容の公開について 

業績評価の仕組みについては、各事業について、定期的に実績を把握
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して進捗管理を行い、５段階評価を行って、その結果をホームページ上

で公開するという制度を設けた。今後は、その結果を如何に業務運営に

反映させるかについて検討すべきである。 

 

  ② 雇用開発業務について 

    雇用開発業務は相談等業務及び助成金業務に大別される。 

雇用管理の改善に関する相談件数は８３，７４１件で平成１４年度よ

りも２９．４％増加している。また、雇用管理の改善に関する相談等終

了時のアンケートといった満足度アンケート調査すべてにおいて約９

５％の方から「役に立った」等の評価を得た。今後は、アンケートでの

「役に立たなかった」という回答の理由を重く受け止めるとともに、業

務の質の向上に関する指標についても検討すべきである。 

助成金業務については、中小企業事業主等に対して行う雇用管理の改善

に関する助成金等については、説明会を４，７１６回、個別相談を８１，

００９件実施するなどした。今後は、助成金支給後の状況等を把握する

など、助成金の効果の検証につながるような取組を充実させるとともに、

予算執行率の低い助成金支給実績の背景を分析・検証し、今後の助成金

の在り方についても国に対し提言願いたい。 

また、助成金の審査においても、疑義事業所３０３件を含む３，６２

３事業所を訪問するなど、ほぼ目標を達成しているが、更なる徹底が期

待される。 

 

  ③ 職業能力開発業務 

    職業能力開発業務においては、在職者訓練、離職者訓練、学卒者訓練、

若年者対策等を実施している。 

    より効果的な職業訓練を目的とした関係機関との連携及び人材ニーズ

把握については、人材育成地域協議会の９６回にわたる開催等の取組は

進んではいるが、それらを通して具体的にどのような成果があがったか

について検証すべきである。 

    在職者訓練については、受講者に対するアンケート調査で９７．４％、

受講者を派遣した事業主に対するアンケート調査で９３．６％の「役に

立った」等の評価を得ており、評価できる。ただし、少数ではあるが、「役

に立たなかった」との評価も受けており、受講生のニーズの把握が十分

であるかといった点について検証すべきである。 

    離職者訓練については、機構の施設内で実施する訓練では７８．５％、

民間に委託して実施する訓練では６０．５％の就職率となっている。ま
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た、民間に委託して実施する訓練においては、委託先機関への委託費に

ついて就職率実績に応じた委託費の支給方法を導入するなど訓練後の就

職率向上に努めている。 

これらにより中期目標をすでに上回る実績をあげていることは、評価

できる。今後、就職率の一層の向上と、少子高齢化時代における労働力

不足への対応として労働者の職業能力の向上への努力、女性・高齢者の

就業支援にも尽力することが求められる。また、団塊の世代の大量離職

（２００７年問題）に対応した高度熟練技能者の養成・確保についても

留意願いたい。 

    学卒者訓練については、就職率が９７．９％となっており、中期目標

を上回る実績をあげており、評価できる。引き続き就職率の確保に努め

ることを期待する。 

新分野等への事業展開の支援については、２０１人が創業するなど一

定の実績が見られるが、コース数等が少ない印象があり、具体的な目標

設定が必要である。 

    若年者対策については、ヤングジョブスポットの運営や若年者向けキ

ャリア・コンサルタントの養成、私のしごと館の運営等を行っている。

ヤングジョブスポットの利用者数は平成１５年度と比較して８３．２％

増加している。若年者向けキャリア・コンサルタントについては、養成

講座として７７コースで１，６４５人が受講するという実績があがって

いる。私のしごと館については、各事業のサービス利用者数は延べ４９

４，２３２人となり、利用者のアンケート調査でも８４．８％の方から

「大変参考になった」等の評価を受けており、評価としては良好である。

今後、当該施設利用による職業観の変化等の効果把握の方法についても

検討すべきである。 

    調査・研究については、職業訓練の実施に資する調査・研究として１

１テーマ実施して１０テーマについて報告書の作成・配布を行うととも

に、ホワイトカラーの能力開発に関する調査・研究を５テーマ実施し、

３０コースの教育訓練コースの開発を実施し、中期目標に沿った取り組

みは実施されている。今後、研究課題の設定の手順の明確化を行うとと

もに、利用状況、社会的反響に関する測定も行うべきである。 

    助成金業務については、キャリア形成促進助成金等の説明会を２，４

５７回、個別相談を４４，１８５件実施して制度の周知を図り、アンケ

ート調査においても８９．９％の方から「理解できた」等の評価を受け

ている。また、審査の際に疑義事業所７８件を含む１，１８８事業所を

訪問して不正受給の防止に取り組んでいることは、高く評価でき、今後
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ともその充実が期待される。 

 

  ④ 勤労者財産形成促進業務 

    勤労者財産形成促進業務については、説明会を１，０５４回、事業所

訪問を１３，７５１件、相談を１８，６０５件実施して制度の周知を図

り、ホームページのアクセス件数も対平成１４年度比で１６７％増加し

ている。また、融資返済シミュレーション機能をホームページに追加し

たことは評価できる。 

 

（３）財務内容の改善について 

   中期計画に基づく予算を作成し、その範囲の中で執行し、削減対象経費

について積極的な削減を行うとともに、財形融資については、当期利益を

計上し累積欠損金の解消を図るなど、財務内容の改善については適正に進

んでいる。 

 


